











Chinese Strategy in the




Immediately after the establishment of the People's Republic of China, the Chinese
government proposed a set of "non-governmental leading the way and encouraging the
governmental for the normalization of diplomatic relations with Japan. However,
formal diplomatic relations between the two countries was established only in 1972, 23
years after the Chinese government was founded. This paper will analyze why
normalization of diplomatic relations was realized quickly in 1972, and why it took two
decades to do so. The paper will also explore the "joint communique" which the Japanese
and Chinese government issued for the normalization of diplomatic relations, and which
serves as the basis of Sino-Japan relations today in the light of "historical issues" that
has a significant influence in current relations between the two countries.
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の見解を述べた。 「この書簡、 ①中華人民共和国を中国の正統政府と認めているが、 "唯一"とは

























































































34) r朝日新聞』 1972年7月100 「周首相"田中談話"を歓迎」
35) r朝日新聞』 1972年7月10B　前掲
36) a本外務省公開文献「竹入義勝・周恩来会談記録」番号01-298- 1 -01-298- 2　　2001年に公開
37)外交部外交史研究室編F新中国外交風雲』第3輯　世界知識出版社1994年


























































































































































































































67) B本外務省公開文献「田中角栄首相・周恩来総理会談」番号01-298- 1 -01-298- 2　　2001年に公開
日中国交正常化における中国の対日外交戦略 243
今日も依然日中間の「最も重要な問題」として残されている。
「靖国参拝」にめぐって中国がしきりにA級戦犯の合肥を問題にしているのは、対日国交正常化
を実現するため中国政府が提起した「区別論」が貫いているからである。しかし、 21世紀は国際
情勢も日中両国の国内情況も大きく変わったのである。 -2005年春中国で行われた反日デモは、 「日
中戦争」における中国国民の日本に対する恨みが現在になってもまだ和らげておらず、中国政府が
「国民の声」を抑止することはもうできなくなっている、ということを証明された。また、 「ごく一
部の軍国主義者」の責任追及することによって両国国民感情の和解を目指した中国政府の対日外交
政策は、国交正常化当時では日本国民からも高く評価されが、今日の日本の国内情況を見ると、国
民の多くは必ずしもそのような認識をしてない。
日中関係の重要性に鑑み、 21世紀の日中両国をより良好な関係にするには、 「歴史問題」などを
避けて通ることはできない。長期的な安定した関係を構築するには、この両国関係の原点である政
府間「共同声明」の諸問題をきちんと整理し、再認識した上で、新たな日中関係のあり方を模索す
ることが、まさに日中両国に求められている。
